
 

岐阜都市計画地区計画の変更(瑞穂市決定) 

都市計画犀川地区地区計画を次のように変更する。 

名 称 犀川地区地区計画 

位 置 犀川堤外地区土地区画整理事業実施地区の内、宅地箇所 

面 積 約２３．１ha 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の目標 

本地区は、瑞穂市の南端及び大垣市の東端の行政境に位置し、犀川の河川改

修事業と併せて行われている土地区画整理事業によって、河川用地から新規に

宅地が供給される地区にある。 
このため、本地区は市街化調整区域であるが各種法規制の適用による規制・

誘導がほとんどないことから、無秩序に建築行為等が進むことが予想されるた

め、地区計画を定めることにより、犀川の河川改修による親水性の高い良好な

市街地の形成を誘導することを目標とする。 

その他当該区域

の整備・開発及び

保全に関する方

針 

土地利用の方針としては、本地区では地区の東部に南北を通る(都)墨俣輪之

内線と地区外であるが地区西に南北を通る(都)十九条宝江線とを連絡する 18m

及び 12m の区画道路沿道には日常生活必需品を扱う商業地を配置し、後背地に

ついては一戸建てを中心とした住宅地とする。 

地区施設の整備の方針としては、地区計画の目標で記述したように、本地区

は土地区画整理事業が実施されている地区であることから、自動車交通の円滑

な処理と安全で快適な歩行空間の確保を目的に区画街路が適切に計画・配置さ

れている。 

１．住宅地 

骨格となる区画道路沿道等に展開される商業地に隣接しつつ、河川による

親水性の高い良好な居住環境を形成するように規制・誘導を図る。 

２．住商併用地(区画道路18m沿道) 

骨格となる区画道路 18m の沿道において、地域生活者の利便性を考慮し、

自動車等のｻｰﾋﾞｽ施設などを含む店舗・事務所等と住宅地が併用できる地区と

して、良好な生活環境が形成されるよう規制・誘導する。 

３．住商併用地(区画道路12m沿道等) 

骨格となる区画道路12mの沿道等において、地域生活者の利便性を考慮し、

コンビニエンスストアや飲食店などを含む店舗・事務所等と住宅地が併用で

きる地区として、良好な生活環境が形成されるよう規制・誘導する。 

４．商業地 

(都)墨俣輪之内線の沿道と犀川に隣接した大規模敷地においては、地域生

活者の日常生活必需品を取り扱う商業地として、周辺の良好な居住環境に配

慮した地区を形成するよう規制・誘導する。 

５．その他 

犀川左岸の一部においては、中島霊園、社寺により利用していくものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

地
区
整
備
計
画 

地区計画を定める区域 計画図表示のとおり 

地区整備計画の区域の面積 約２２．６ha 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地
区
の
細
区
分 

名称 住宅地 
住商併用地 

(区画道路12m沿道

等) 

住商併用地 
(区画道路18m沿

道) 
商業地 

面積 約７．５ha 約６．１ha 約６．１ha 約２．９ha 

建築物等

の用途の

制限 

建築基準法別表第

二(い)項を建築可

能な建物とする

が、以下に掲げる

建築物は建築して

はならない。 

建築基準法別表第

二(に)項で建築し

てはならない建築

物に加えて、以下

に掲げる建築物は

建築してはならな

い。 

建築基準法別表第二(へ)項で建築しては

ならない建築物に加えて、以下に掲げる

建築物は建築してはならない。 

(1)建築基準法別

表第二(い)項第

7 号に掲げる建

築物 

(2)建築基準法別

表第二(い)項第

10号に基づく畜

舎 

(1)建築基準法別

表第二(い)項第

7 号に掲げる建

築物 

(2)独立自動車車

庫の内50㎡以内

のものを除く建

築物 

(3)建築基準法別

表第二(い)項第

10 号に基づく畜

舎及び建築基準

法別表第二(に)

項第6号の畜舎

(1)建築基準法別

表第二(い)項第

7 号に掲げる建

築物 

(2)建築基準法別

表第二(に)項第

3号・第4号に掲

げる建築物 

(3)建築基準法別

表第二(ほ)項第

2号・第3号に掲

げる建築物 

(4)独立自動車車

庫の内50㎡以内

のものを除く建

築物 

(5)建築基準法別

表第二(い)項第

10 号に基づく畜

舎及び建築基準

法別表第二(に)

項第6号の畜舎 

(6)建築基準法別

表第二(い)項第

10 号に基づく付

属の自家用倉庫

及び 2 階以下

1500 ㎡以内の自

家用倉庫を除く

もの 

(1)建築基準法別

表第二(い)項第

1号･第2号･第3

号･第 4 号･第 6

号･第 7 号･第 8

号に掲げる建築

物 

(2)建築基準法別

表第二(い)項第

9 号に掲げる建

築物を除く前各

号の建築物に付

属するもの 

(3)建築基準法別

表第二(は)項第

2号･第3号･第4

号に掲げる建築

物 

(4)建築基準法別

表第二(は)項第

6 号に掲げる建

築物(ただし、独

立自動車車庫の

内50㎡以内のも

のを除く) 

(5)建築基準法別

表第二(に)項第

3号･第4号･第5

号に掲げる建築

物 

(6)建築基準法別

表第二(に)項第

6号の畜舎 

(7)建築基準法別

表第二(ほ)項第

2 号･第 3 号に掲

げる建築物 



 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等

の用途の

制限 

   (8)建築基準法別

表第二(い)項第

10 号に基づく付

属の自家用倉庫

を除く自家用倉

庫 
建築物の

建築面積

の敷地面

積に対す

る割合の

最高限度 

６０％ 

建築物の

延べ床面

積の敷地

面積に対

する割合

の最高限

度 

１００％ ２００％ 

建築物の

敷地面積

の最低限

度 

建築物の敷地面積の最低限度は、２００㎡とするが、下記に示す場合はこの限りで

ない。 

１．換地時点で200㎡を下回る場合は、さらに細区分しない限り対象としない。 

２．換地時点で200㎡を上回る土地の区分については、200㎡以上の敷地規模を確

保していき、残る土地が200㎡を下回る場合は、さらに細区分しない限り対象と

しない。 
建築物等

の高さの

最高限度 

○建築物等の高さ

は１０ｍを最高

限度とする。 

○また、上記の高

さ以内の建築物

等にあっても下

記に示す範囲内

とする。 

①軒の高さが 7ｍ

を超える建築物

等又は地階を除

く階数が 3 以上

の建築物等にあ

っては､冬至日

の真太陽時によ

る午前 8 時から

午後 4 時まで

(道の区域内に

あっては､午前9

時から午後 3 時

まで)の間にお

いて､平均地盤

面から 1.5ｍの

高さの水平面

に､敷地境界線

からの水平距離

が 5ｍを超え 10

ｍ以内の範囲内

において4時間

○建築物等の高さ

は１５ｍを最高

限度とする。 

○また、上記の高

さ以内の建築物

等にあっても下

記に示す範囲内

とする。 

①高さが 10ｍを超

える建築物等に

あっては､冬至

日の真太陽時に

よる午前 8 時か

ら午後 4 時まで

（道の区域内に

あっては､午前 9

時から午後 3 時

まで）の間にお

いて､平均地盤

面から 4ｍの高

さの水平面に､

敷地境界線から

の水平距離が 5

ｍを超え 10ｍ以

内の範囲内にお

いて4時間(道の

区域内にあって

は､3 時間)以上､

かつ敷地境界線

○建築物等の高さ

は１５ｍを最高

限度とする。 

○建築物等の高さ

は２０ｍを最高

限度とする。 



 

 

「区域は計画図表示のとおり」 

理 由 

岐阜都市計画区域の内、瑞穂市及び大垣市の行政境に位置する一級河川犀川においては、昭和56

年以降建設省(現国土交通省)直轄事業として「遊水地事業」が着手され、岐阜県においても昭和59

年以降「築堤盛土」が実施されています。 

当該地区は、市街化区域編入までの間、地区計画の指定を行い、無秩序な市街化の進行を食い止め

つつ、計画的な土地利用を規制・誘導していくことが必要と判断し、平成17年 11月 11日に大垣市（当

時、墨俣町）、平成17年 11月 16日に瑞穂市、安八町において、都市計画決定を行い、これまで運用

してきました。 

しかしながら、犀川における行政区域界の変更に伴い、地区計画区域の指定面積や地区区分の面積

が影響を受けることとなり、地区計画の変更を行います。 

地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物等

の高さの

最高限度 

(道の区域内に

あっては､3時

間)以上､かつ敷

地境界線からの

水平距離が10ｍ

を超える範囲内

において2.5時

間(道の区域内

にあっては､2時

間)以上､日影と

なる部分を生じ

させない。 

②当該地区内の建

築物等にあって

は、前面道路の

反対側の境界線

又は隣地境界線

までの真北方向

の水平距離に

1.25を乗じたも

のに５ｍを加え

た範囲内の建築

物等とする。 

からの水平距離

が10ｍを超える

範囲内において

2.5時間(道の区

域内にあって

は、2時間)以上､

日影となる部分

を生じさせな

い。 

②当該地区内の建

築物等にあって

は、前面道路の

反対側の境界線

又は隣地境界線

までの真北方向

の水平距離に

1.25を乗じたも

のに10ｍを加え

た範囲内の建築

物等とする。 

  

かき又は

さく等の

構造の制

限 

○住居系の土地利用を行う場合 

地震等の自然災害を意識し、ブロックを積み上げる場合

は地盤から 60 ㎝までとする。ただし、その上段には生け

垣や透視可能なフェンス等を施すことができる。 

－ 

－ 

○商業系の土地利用を行う場合 

隣接部に住宅の立地の可能性がある場所については、排

気ガスを防止するため構造物(ブロックを積み上げる場合

は地盤から60㎝までとする。)を施すものとする。 


